
交 通 事 業 会 計

交通　489



11



（単位：千円）

1 軌 道 事 業 収 益

1 営 業 収 益

1 運 輸 収 益

2 運 輸 雑 収 益

2 営 業 外 収 益

1 他 会 計 補 助 金

2 国 （ 県 ） 補 助 金

3 長 期 前 受 金 戻 入

4 雑 収 益

3 特 別 利 益

1 過 年 度 損 益 修 正 益

令 和 ４ 年 度 熊 本 市 交 通 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収   　　　　  入

款 項 目 予　定　額 備        考

2,367,828

1,509,253

1,371,805 　運賃収入

137,448 　広告料等収入

849,052

671,277 　軌道修繕費負担金等

9,523

9,523 　過去に収受した一般会計補助金の収益化

3,250 　社会資本整備総合交付金（補助率　1/2）

172,435 　過去に収受した国庫補助金等の収益化

2,090 　不用品売却収入等
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（単位：千円）

1 軌 道 事 業 費 用

1 営 業 費 用

1 線 路 保 存 費

2 電 路 保 存 費

3 車 両 保 存 費

4 運 転 費

5 運 輸 管 理 費

6 一 般 管 理 費

7 広 告 費

8 減 価 償 却 費

2 営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

2 雑 支 出

3 消費税及び地方消費税

支   　　　　 出

款 項 目 予　定　額 備        考

2,294,507

2,218,095

160,576 　線路設備の維持補修費用

106,746 　電路設備の維持補修費用

380,125 　車両の維持補修費用

794,547 　運転に要する費用

195,527 　運転の管理に要する費用

177,117 　一般管理に要する費用

43,438 　広告に要する費用

360,019 　固定資産の減価償却費

76,412

1 16,131 　企業債利息等

200

60,081 　消費税及び地方消費税の納税予定額
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（単位：千円）

1 企 業 債

1 企 業 債

2 国 （ 県 ） 補 助 金

1 国 （ 県 ） 補 助 金

3 他 会 計 補 助 金

1 他 会 計 補 助 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収   　　　　  入

款 項 目 予　定　額 備        考

1 資 本 的 収 入 569,813

319,900

319,900 　電停改良工事費等に充当

116,690

116,690 　社会資本整備総合交付金（補助率　1/2）等

133,223 　超低床電車等に係る企業債元金償還分補助等

133,223
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（単位：千円）

1 建 設 改 良 費

1 建 物 費

2 軌 道 費

3 電 路 費

4 構 築 物 費

5 車 両 費

6 機 械 装 置 費

7 工 具 器 具 備 品 費

2 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

3 他会計長期借入返還金

1 他会計長期借入返還金

4 予 備 費

1 予 備 費

支   　　　　  出

款 項 目 予　定　額 備        考

1 資 本 的 支 出 891,225

448,153

7,795 　上熊本車両工場改修設計費

111,800 　電停改良工事費等

6,543 　電柱建替工事費

52,900 　電停上屋設置費等

180,333 　車両長寿命化経費等

87,532 　デジタルサイネージ（電子案内板）設置費等

1,250 　器具備品購入経費

322,072

322,072 　本年度分償還元金

117,000

117,000 　平成14年度借入分返還

4,000

4,000
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（単位：千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー 2　投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 55,100 有形固定資産の取得による支出 △ 543,352

減価償却費 360,019 国庫補助金等による収入 154,481

賞与等引当金の増減額（△は減少） 817 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 73,568

退職給付引当金の増減額（△は減少） 49,550 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 315,303

長期前受金戻入額 △ 181,958

支払利息及び企業債取扱諸費 16,131 3　財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産除却損 52,475 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 319,900

未収金の増減額（△は増加） △ 464,442 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 322,071

未払金の増減額（△は減少） △ 33,173 その他の他会計借入金の返済による支出 △ 117,000

貯蔵品の増減額（△は増加） 4,210 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 119,171

小計 △ 141,271

利息の支払額 △ 16,131 　資金増加額（又は減少額） △ 591,876

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 157,402 　資金期首残高 594,582

　資金期末残高 2,706

令和4年度熊本市交通事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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　１　総　　　括　

　  　(1)　会計年度任用職員以外の職員

※１　（　　）内は、再任用職員について外書き。
※２　手当及び法定福利費には、退職給付引当金繰入額並びに賞与等引当金繰入額を含む。

区　分

本年度

前年度

比   較

区   分

本年度

前年度

比   較

※１　期末手当及び勤勉手当には、賞与等引当金繰入額を含む。
※２　退職給付には、退職給付引当金繰入額を含む。

給　与　費　明　細　書

区　　　分

職員数

特別職
（人）

一般職
（人）

報酬
（千円）

給料
（千円）

手当
（千円）

1 70
本　年　度

(14)
700 322,884 261,500

計
（千円）

585,084

比　　較
(0)

120 △ 2,556 △ 12,080
0 △ 3

1 73
前　年　度

(14)
580 325,440 273,580

手
当
の
内
訳

扶養手当
（千円）

通勤手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

夜間勤務手当
（千円）

宿日直手当
（千円）

520 △ 600 0 350

13,880 9,700 0 3,020 0

8,144 50,582 5,238 7,680 0

管理職手当
（千円）

期末手当
（千円）

勤勉手当
（千円）

14,400 9,100 0 3,370 0 4,919 68,446 50,558

4,787 73,876 50,370

0 132 △ 5,430 188

住居手当
（千円）

時間外勤務手当
（千円）

休日勤務手当
（千円）

児童手当
（千円）

地域手当
（千円）

単身赴任手当
（千円）

管理職員
特別勤務手当

（千円）

退職給付
（千円）

0 350 38,713

350 59,346

148 10,637 1,888 720 0 0 0 △ 20,633

7,996 39,945 3,350 6,960 0 0

△ 14,516

599,600

法定福利費
（千円）

合計
（千円）

3,131

116,148

119,279

△ 11,385

715,748

704,363

給与費
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　  　(2)　会計年度任用職員

※１　（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

　　　について外書き。

※２　手当及び法定福利費には、退職給付引当金繰入額並びに賞与等引当金繰入額を含む。

区　分

本年度

前年度

比   較

区   分

本年度

前年度

比   較

※１　期末手当には、賞与等引当金繰入額を含む。
※２　退職給付には、退職給付引当金繰入額を含む。

区　　　分
職員数
（人）

給与費
法定福利費

（千円）
合計

（千円）給料
（千円）

手当
（千円）

計
（千円）

417,251 83,077 500,328本　年　度
(11)

267,206 150,045
102

390,834 77,733 468,567前　年　度
(11)

253,499 137,335
96

26,417 5,344 31,761比　　　較
(0)

13,707 12,710
6

手
当
の
内
訳

通勤手当
（千円）

特殊勤務手当
（千円）

夜間勤務手当
（千円）

宿日直手当
（千円）

期末手当
（千円）

7,740 0 4,000 0 54,978

時間外勤務手当
（千円）

休日勤務手当
（千円）

8,250 0 4,385 0 53,510 64,559 6,194

56,499 2,650

510 0 385 0 △ 1,468 8,060 3,544

2,310 0 10,837

児童手当
（千円）

地域手当
（千円）

退職給付
（千円）

145 0 1,534

2,165 0 9,303
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２　給料及び手当の増減額の明細

　　　　(1)　会計年度任用職員以外の職員

　　　　(2)　会計年度任用職員

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 2,556 　人員減等に伴う減少分

区   分
増減額
（千円）

増減事由別内訳
（千円）

説　明

給　　　　　　料 △ 2,556

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

手　　　　　　当 △ 12,080
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 △ 5,430 　期末手当減に伴う減少分

そ の 他 の 増 減 分 △ 6,650 　人員減等に伴う減少分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 13,707 　人員増等に伴う増加分

区   分
増減額
（千円）

増減事由別内訳
（千円）

説　明

給　　　　　　料 13,707

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

手　　　　　　当 12,710
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 12,710 　割増賃金基礎単価の増に伴う時間外勤務手当の増等に伴う増加分
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３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たりの給与

　(2)　初任給

高　　校　　卒

大　　学　　卒

※初任給については、令和4年1月1日の額を記載。

そ　の　他

394,859

計

令和4年1月1日現在

平均給料月額　（円） 305,050 153,267 328,680 307,890 300,507

平均給与月額　（円）

区　　　　　　　　分 事　　　　務 運　転　士 技　　　　工

52.0

371,383 210,657 393,060 474,239

377,678

47.6

令和3年1月1日現在

平均給料月額　（円） 305,820 227,823 334,769 308,836 300,804

平均給与月額　（円）

平　均　年　齢　（歳） 39.0 63.5 53.3

369,000 301,894 379,694 430,736

48.8

区　　　　分
事　　　　務 運　転　士 その他の現業員 一般会計の制度

（円） （円） （円） 一般行政職（円）

平　均　年　齢　（歳） 39.0 61.2 52.3 53.0

155,300 149,100 149,100 155,300

190,500 149,100 190,500
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　(3)　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比
(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)

1 級 8 22.9 1 級 1 級 1 級 1 級 8 11.1 

2 級 2 級 2 級 2 級 2 級

(1) (100.0) (6) (100.0) (3) (100.0) (4) (100.0) (14) (100.0)
9 25.7 1 6.3 6 28.6 16 22.2 

4 級 10 28.6 4 級 4 級 4 25.0 4 級 1 4.8 4 級 15 20.8 

5 級 4 11.4 5 級 5 級 11 68.7 5 級 14 66.6 5 級 29 40.3 

6 級 2 5.7 6 級 6 級 6 級 6 級 2 2.8 

7 級 2 5.7 7 級 7 級 7 級 7 級 2 2.8 

8 級 8 級 8 級 8 級 8 級

(1) (100.0) (6) (100.0) (3) (100.0) (4) (100.0) (14) (100.0)

35 100.0 16 100.0 21 100.0 72 100.0 

1 級 7 20.0 1 級 1 級 1 級 1 級 7 9.1 

2 級 1 2.9 2 級 2 級 2 級 2 級 1 1.3 

(9) (100.0) (2) (100.0) (5) (100.0) (16) (100.0)

11 31.3 1 5.9 5 25.0 17 22.1 

4 級 8 22.9 4 級 4 級 4 23.5 4 級 3 15.0 4 級 15 19.5 

5 級 5 14.3 5 級 5 100.0 5 級 12 70.6 5 級 12 60.0 5 級 34 44.1 

6 級 2 5.7 6 級 6 級 6 級 6 級 2 2.6 

7 級 1 2.9 7 級 7 級 7 級 7 級 1 1.3 

8 級 8 級 8 級 8 級 8 級

(9) (100.0) (2) (100.0) (5) (100.0) (16) (100.0)

35 100.0 5 100.0 17 100.0 20 100.0 77 100.0 

※　（　）内は再任用職員について外書き。

計

級 級 級 級 級

区
分

事　　　　　　務 運　　転　　士 技　　　　　　工 そ　　の　　他

3 級

計 計 計 計 計

令
和
4
年
１
月
１
日
現
在

3 級 3 級 3 級 3 級

令
和
3
年
１
月
１
日
現
在

3 級

計 計 計 計 計

3 級 3 級 3 級 3 級
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（級別の基準職務内容）

　(4)  昇給

（人） 70 72

（人） 70 56

２号給 （人） 0 3

４号給 （人） 70 48

６号給 （人） 0 5

８号給 （人） 0 0

(％) 100.0 77.8

事務・技術

定型的な業務を行う主事及び技師の 相当の知識、技術又は経験を必要と 主 任 主 事 及 び 主 任 技 師 の 職 務 主査の職務

区　分 １　　　　級 ２　　　　級 ３　　　　級 ４　　　　級

４　　　　級

職務 する業務を行う主事及び技師の職務

５　　　　級 ６　　　　級 ７　　　　級 ８　　　　級

主幹の職務 課長の職務 部長の職務 局長の職務

主任技工の職務 高 度 の 技 能 又 は 経 験 を

５　　　　級

運　輸

定型的な業務を行う運転士、 相当の技能又は経験を必要 監督並びに高度の技能又は 相 当 の 技 能 又 は 経 験 を 副 所 長 、 監 督 長 及 び

車掌及び技工の職務 とする業務を 行う 運転士、 経験を必要とする運転士、

区　分 1　　　　級 ２　　　　級 ３　　　　級

必 要 と す る 監 督 並 び に 整備長の職務

車掌及び技工の職務 車掌及び技工の職務 主任 運転士 、 技 工 長 及び

必 要 と す る 監 督 並 び に

主任 運転 士、 技 工長 及び

主任技工の職務

比     　率 　 　(Ｂ)　/　(Ａ)　　

区　　　　　分 本年度 前年度

職　  　員　  　数　 (Ａ)

昇給に係る職員数(Ｂ)

号 給 数 別 内 訳
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　(5)　期末手当・勤勉手当

6月 (月分)

(1.125)
2.150

(1.175)
2.225

(1.125)
2.150

※　（　）内は再任用職員について外書き。

　(6)　定年退職及び早期退職に係る退職手当

支 給 率 等 24.587

一 般 会 計 の 制 度 24.587

※支給率等については、令和4年1月1日の状況を記載。

　(7)　その他の手当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

有
2.150 4.300

区　　　　  分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職制上の段階、職務の

12月 (月分) (月分) 級等による加算措置

本 年 度
(1.125) (2.250)

有
2.150 4.300

前 年 度
(1.075) (2.250)

有
2.075 4.300

一 般 会 計 の 制 度
(1.125) (2.250)

同　　　じ

区　　  　　分 20年勤続の者　(月分) 25年勤続の者　(月分) 35年勤続の者　(月分)

33.271 47.709

33.271 47.709

区　　　  　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

交通　502



年度 年度

5,100 令和2～3 1,769 令和4～6 2,654 2,654

1,900 平成30～令和3 711 令和4～5 476 476

9,900 令和元～3 4,343 令和4～5 2,904 2,904

77,000 令和4～5 77,000 77,000車両長寿命化経費

債務負担行為に関する調書

事　   　項 限　度　額

前年度末までの支払義務 当該年度以降の支払義務

左   の   財   源   内   訳

発   生   （  見  込  ）   額 発    生    予    定    額

期　　間 金　　額

千円 

ダイヤ作成システム
利 用 料

期　　間 金　　額 国（県）補助金

ダイヤ作成システム
機 器 借 上 料

企業会計システム
機 器 借 上 料

企業債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円 
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  （単位：千円）

1

(1)

イ 1,890,696

ロ 1,201,223

△ 713,439 487,784

ハ 4,120,685

△ 1,355,919 2,764,766

ニ 884,933

△ 367,130 517,803

ホ 575,939

△ 255,209 320,730

ヘ 2,809,675

△ 2,220,179 589,496

ト 1,451,656

△ 945,986 505,670

チ 487,629

△ 443,975 43,654

リ 34,086

7,154,685

減 価 償 却 累 計 額

令和4年度熊本市交通事業予定貸借対照表
（令和5年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

線 路 設 備

減 価 償 却 累 計 額

電 路 設 備

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
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(2)

イ 15,652

ロ 1,576

ハ 301

17,529

7,172,214

2

(1) 2,706

(2) 989,102

(3) 39,355

(4) 66

(5) 306

1,031,535

8,203,749

3

(1)

イ 2,500,843

2,500,843

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

資 産 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債 合 計
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(2)

イ 249,000

249,000

(3)

イ 629,990

629,990

3,379,833

4

(1)

イ 297,141

297,141

(2)

イ 120,000

120,000

(3) 235,404

(4) 398

(5)

イ 70,011

70,011

(6) 49,758

772,712

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金

そ の 他 の 長 期 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

未 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

そ の 他 の 長 期 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

前 受 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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5

(1) 4,088,774

(2) △ 2,386,414

1,702,360

5,854,905

6 2,015,143

7

(1)

イ 333,701

333,701

333,701

2,348,844

8,203,749

資　本　の　部

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度 未処 分利 益剰 余金

利 益 剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　資産の評価基準及び評価方法 １　リース取引の処理方法

　　たな卸資産の評価基準は原価主義とし、評価方法は移動平均法による。 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行

２　固定資産の減価償却の方法 　規則第55条第2号を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

（１）有形固定資産（リース資産を除く）は定額法による。ただし、取替資産 　行っている。

　　（電車線）は取替法による。 ２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

（２）無形固定資産（リース資産を除く）は定額法による。 　１年内 1,122千円

３　引当金の計上方法 　１年超 2,007千円

（１）退職給付引当金 　　計 3,129千円

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要

　支給額に相当する金額を計上している。 Ⅳ．その他の注記

（２）賞与等引当金 １　賞与等引当金の取崩し

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費 　　当事業年度において、6月支給の期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生す

　の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年 　る法定福利費として103,791千円を支給する予定のため、賞与等引当金69,194

　度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額（12月から3月までの 　千円を取り崩す見込みである。

　4か月分）を計上している。

４　その他会計に関する書類の作成のために基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算

　して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込ま

　れる額は542,700千円である。
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  （単位：千円）

軌　  道  　事  　業

1 営　  業　  収  　益

(1) 運 輸 収 益 1,048,196

(2) 運 輸 雑 収 益 117,008 1,165,204

2 営　  業  　費  　用

(1) 線 路 保 存 費 144,695

(2) 電 路 保 存 費 86,720

(3) 車 両 保 存 費 350,136

(4) 運 転 費 701,144

(5) 運 輸 管 理 費 215,824

(6) 一 般 管 理 費 160,113

(7) 広 告 費 34,425

(8) 減 価 償 却 費 370,884 2,063,941

898,737

令和3年度熊本市交通事業予定損益計算書
（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

営 業 損 失
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3 営  業  外  収  益

(1) 他 会 計 補 助 金 573,826

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 159,146

(3) 雑 収 益 38,753 771,725

4 営  業  外  費  用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 14,321

(2) 雑 支 出 4,130 18,451 753,274

145,463

5 特   別   利   益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 14,579 22,111

(2) そ の 他 特 別 利 益 7,532 22,111

6 特   別   損   失

(1) 固 定 資 産 除 却 費 5,000

(2) そ の 他 特 別 損 失 252 5,252 16,859

128,604

407,205

278,601当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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  （単位：千円）

1

(1)

イ 1,890,696

ロ 1,201,223

△ 680,650 520,573

ハ 5,008,241

△ 2,205,666 2,802,575

ニ 876,019

△ 353,881 522,138

ホ 533,728

△ 233,677 300,051

ヘ 2,700,956

△ 2,160,173 540,783

ト 1,372,063

△ 887,269 484,794

チ 487,093

△ 423,358 63,735

リ 24,791

7,150,136

減 価 償 却 累 計 額

令和3年度熊本市交通事業予定貸借対照表
（令和4年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

線 路 設 備

減 価 償 却 累 計 額

電 路 設 備

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
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(2)

イ 18,254

ロ 1,576

ハ 3,530

23,360

7,173,496

2

(1) 594,582

(2) 525,517

(3) 43,565

(4) 66

(5) 306

1,164,036

8,337,532

3

(1)

イ 2,478,084

2,478,084

流 動 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

資 産 合 計

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債 合 計
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(2)

イ 369,000

369,000

(3)

イ 580,440

580,440

3,427,524

4

(1)

イ 322,071

322,071

(2)

イ 117,000

117,000

(3) 400,717

(4) 398

(5)

イ 69,194

69,194

(6) 49,758

959,138

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金

そ の 他 の 長 期 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

引 当 金

未 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債 合 計

他 会 計 借 入 金

そ の 他 の 長 期 借 入 金

他 会 計 借 入 金 合 計

前 受 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
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5

(1) 3,861,582

(2) △ 2,204,456

1,657,126

6,043,788

6 2,015,143

7

(1)

イ 278,601

278,601

278,601

2,293,744

8,337,532

資　本　の　部

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度 未処 分利 益剰 余金

利 益 剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　資産の評価基準及び評価方法 １　リース取引の処理方法

　　たな卸資産の評価基準は原価主義とし、評価方法は移動平均法による。 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行

２　固定資産の減価償却の方法 　規則第55条第2号を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

（１）有形固定資産（リース資産を除く）は定額法による。ただし、取替資産 　行っている。

　　（電車線）は取替法による。 ２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

（２）無形固定資産（リース資産を除く）は定額法による。 　１年内 1,122千円

３　引当金の計上方法 　１年超 3,129千円

（１）退職給付引当金 　　計 4,251千円

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要

　支給額に相当する金額を計上している。 Ⅳ．その他の注記

（２）賞与等引当金 １　退職給付引当金の取崩し

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費 　　当事業年度において、退職手当として37,334千円を支給する予定のため、

　の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年 　退職給付引当金37,334千円を取り崩す見込みである。

　度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額（12月から3月までの ２　賞与等引当金の取崩し

　4か月分）を計上している。 　　当事業年度において、6月支給の期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生

４　その他会計に関する書類の作成のために基本となる重要な事項 　する法定福利費として103,993千円を支給することとなったため、賞与等引当金

（１）消費税等の会計処理 　72,615千円を取り崩す。

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 ３　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

　　当事業年度において、338千円を不納欠損する予定のため、貸倒引当金338

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記 　千円を取り崩す見込みである。

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算

　して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込ま

　れる額は492,300千円である。
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